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平成28年度事業報告書

１ 公益事業

１ 調理師養成教育制度の調査、研究

現調理師養成教育制度に係る問題点や関連制度の動き等について情報収集す

るなど、将来的な制度のあり方を見据えた検討に着手した。

２ 調理師養成施設の適正な運営の推進

(１) 調理師養成施設(学校)運営セミナー

本年度は、平成28年８月26日に浜松町の世界貿易センタービルＷＴＣコ

ンファレンスセンターにおいて第３回を開催し、東北から沖縄まで全61名

が参加した。

今回は、学校経営、運営で必要なこと、18歳人口減少にかかる2018年問

題への対応等に着目した講演内容とした。

(２) 養成施設の内部・外部質保証制度の構築

本年度は、昨年度に引き続き、文部科学省から｢職業実践専門課程の調

理師養成分野における質保証・向上を推進するための第三者評価システム

の構築と評価モデル開発事業｣を受託し、第三者評価(外部質保証)モデル

の実証を進める中で課題整理を行い、昨年度成果のブラッシュアップを図

った。

(３) 廃止養成施設の学籍簿と証明書類の発行システムの実態調査

廃止された調理師養成施設の学籍簿についての保管管理状況、証明書類

等の発行状況等を把握するため、各都道府県を対象に実態調査を行った。

回答のあった46都道府県では、廃止された調理師養成施設の学籍簿は設立

者等が保管管理しており、都道府県では保管することにはなっていないこ

と、証明書類の発行も行っていないことを確認し、検討した結果、廃止養

成施設の学籍簿、証明書類発行システムの構築は、来年度以降の事業計画

から除外することとした。
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(４) 養成施設に就学する留学生の実態調査

養成施設における留学生の就学状況等の実態、留学生が卒業後に働きな

がら日本料理を学ぶための｢日本料理海外普及人材育成事業｣の活用状況等

の実態調査を実施し、その結果を全調協ニュースに掲載した。

３ 調理師養成教育制度に係る資料収集

(１) 調理師養成施設一覧の作成配布

本年度は、 600部を作成し、各養成施設はもとより、厚生労働省、地

方厚生局、各都道府県等に配布するとともに、協会が管理するｗebサイ

ト｢調理師学校ガイド＠ｗeb｣の学校基本情報として一般に公開した。

(２) 調理師養成施設関係統計の作成について

本年度は、調理師養成施設統計等15項目の統計を最新のデータに改

め、webで公開した。

４ 調理師養成教育教材編纂頒布事業

(１) 必修編教科書については、平成28年２月に発刊した第２版について、一

部内容を修正し、必要部数を増刷した。

(２) 平成25年度に見直された改正指導要領(現 指導ガイドライン)に基づい

た専門課程２年制用テキスト等の制作については、｢フードビジネス｣、

｢レストランサービス｣、｢フードランゲージ英語｣について内容を見直し、

新たに『新調理師養成教育全書』(選択編)シリーズとして発刊することと

し、平成29年12月発刊を目指して、編集作業を行った。

(３) 辞典については、平成29年度用として必要部数を増刷した。また、次の

改訂に向けて、最新の情報や資料等を収集し、保守管理を推進した。

(４) 選択編教科書等その他の教育教材については、平成29年度用の在庫が不

足する図書を増刷するとともに、それぞれ経時変化等に伴う手直しに必要

な情報を収集した。

(５) 新規必修編教科書の指導書の作成について、養成施設から収集したアン

ケートの結果を基に、他団体の指導書制作状況、制作の手間や費用等を調

査し、制作の必要性を改めて協議した結果、指導書は制作しないこととな

った。

(６) 教育教材図書の発送・保管管理等について、業務委託先業者に対し、必
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要に応じて実地棚卸を実施するなど、指示・管理を徹底した。

５ 教職員のためのセミナー

第４回となる今年度の教職員セミナーは、平成28年８月３日(水)、４日(木)

の２日間、東京新橋の航空会館において開催した。

今回のセミナーは、講習会、事例発表会、研修会の３本立てで実施した。

その結果、北は北海道から南は鹿児島まで、全国各地の調理師養成施設の教

員133名(47校)が参加した。

今回は、前回同様、日程１日目に講演会と事例発表会、２日目に研修会を実

施した。

６ 教育振興事業

(１) 調理技術評価コンクール事業

１) 地区大会

本年度の調理技術コンクール全国大会への出場者を選抜することを目

的とした地区大会への出場校数並びに出場者数は99校515名であった。

２) 全国大会

地区大会の結果、選抜された37校74名(日本料理27名、西洋料理30名、

中国料理17名)が、平成29年２月20日、21日の全国大会に臨んだ。

作業会場は従前どおりの武蔵野調理師専門学校、展示会場は新宿の

新宿ＮＳビル中展示ホールを初めて使用した。今回も文部科学省、厚生

労働省、農林水産省、観光庁の３省１庁及び調理関係14団体の後援、そ

して15社の協賛のもと開催した。

(２) 技術考査受託事業

１) 技術考査の実施

平成28年度は、秋季を平成28年９月８日に、春季を平成29年１月19日

に実施し、秋季は20校240名、春季は261校13,230名の計13,470名が受験

した。

また、春季については、養成課程によって履修カリキュラムが異なり、

新旧併行する状況となっているため、試験科目を２本立てで実施した。

２) 成績活用

平成28年度の活用申請は44校であった。
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７ 食育推進普及事業

(１) 食育推進のための体験活動等

１) 第11回食育推進全国大会への参加

平成28年６月11日(土)、12日(日)の２日間、農林水産省と福島県の主

催による｢第11回食育推進全国大会｣が、ビッグパレットふくしまにおい

て開催され、協会は、日本調理技術専門学校の協力のもと、全調協ブー

スの出展を行った。

大会２日間の入場者数は、約26,200人(農林水産省発表)であった。

２) 食育教室の開催

今年度の食育教室は、全国で72校の養成施設が実施した。

平成28年度は３省から後援を得て、食育教室告知用ツールのポスター

をＡ２判で作成するとともに、その絵柄を使ってデザインしたＡ４判の

チラシを希望があればＰＤＦ形式で配信できるようにし、このポスター

とチラシの見本版を事前に各会員校に送付した。

また、平成28年度に新たに認定された１校に｢食育推進校｣認定プレー

トを授与した。初年度からの食育教室実施養成施設の累計は156校とな

った。

さらに、平成20年度から実施している５年連続開催校への表彰(クリ

スタル製表彰盾贈呈)については３校が、昨年度から始めた10年連続開

催校の表彰(クリスタル製トロフィー贈呈)については12校が、それぞれ

対象となり、各地区協議会において授与式が行われた。

３) 全調協食育フェスタの開催

今年度の｢第７回全調協食育フェスタ｣は、日経新聞社等が主催する環

境展示会エコプロ2016との併催により、平成28年12月８～10日に東京ビ

ッグサイトにおいて、｢食育情報フェア｣｢地産地消物産展｣｢食育・健康

セミナー｣｢日本列島お雑煮あれこれ｣｢調理師学校は美味しい！(前回の

フェスタ茶屋から改称)｣｢公開レッスン“食育教室はじまるよ！”｣｢全

調協ブース｣の計７つのコンテンツで実施した。

４) 養成施設による食品開発の推進
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平成28年度は、地産地消や地域貢献といった地元に根ざした活動に繋

げやすいというメリットも期待できることから、道の駅とのコラボレー

ションによる商品開発の方向で、意識アンケートや既に実施経験のある

養成施設の実施例の紹介を行った。

(２) 食育インストラクター認定登録事業の推進

学生を対象とする同制度について、平成28年度は、秋季を平成28年８月

27日に、春季を平成29年１月21日に実施し、秋季は16校117名、春季は119

校3,727名の計3,844名が受験した。

２ 収益事業

１ 図書市販事業

協会教材図書や協会が編集受託した図書等の、協会による市販事業を推進し

た。なお、平成29年度からの収益事業廃止に向け、従前より販売契約を結んで

いたアマゾンｅ託販売サービス、丸善・ジュンク堂については、平成29年３月

末で契約を解除し、取り引きを終了した。

２ 編集受託事業

本年度における編集業務の受託は、なかった。

３ 既刊本の保守管理

成分表については、平成27年12月に文部科学省科学技術・学術審議会資源調

査室から｢日本食品標準成分表2015年版(七訂)｣が発表されたことに伴い、従前

の判型、表紙、掲載内容、資料等をすべて見直し、平成28年４月に｢最新 食品

標準成分表｣として発刊した。

既刊の図鑑、辞典(特装版)、食文化概論については、引き続き販売を行った。

３ 共益事業

１ 会員事業

(１) 機関紙の発行

本年度は、表紙を一新し、巻頭に特集記事を掲載するページ構成とす

るなど読みやすく、わかりやすい紙面作りに改め、通常号として12回発

行し、本年度末までに通算533号を発信した。
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同ニュースは、会員はもとより、厚生労働省、地方厚生局、都道府県

衛生部等の行政機関、さらに関係団体等に配信しており、調理師関係等

に関する情報源としての活用が図られている。

(２) インターネットによる調理師養成施設の情報提供について

本年度の｢調理師学校ガイド＠ｗeb｣へのアクセス状況は、アクセス件

数が約３万３千件(月平均で約2,800件)となっており高評を得ている。

また、同＠ｗebによる資料請求プログラムにより、本年度は、85名が

資料請求プログラムを活用して計327校の養成施設に資料請求を行って

いる。

(３) 協会ホームページの活用

行政機関、業界団体、報道関係等の発信する養成施設に関する情報を全

調協ニュースへ掲載する他、協会ホームページ内のニュース＆トピックス

にも掲載するなど、会員に情報提供を行っており、養成施設及び協会の運

営等への活用を図っている。

２ 会員対象資格付与事業

(１) 調理師養成教育奨励事業の推進

平成28年度は、164校が参加実施した。

(２) 食品技術管理専門士認定登録事業の普及

本年度、食品技術管理専門士として3,208名を名称登録し、平成28年度

末までの累計は58,242名である。

３ その他

(１) 会員等への表彰

本年度の協会会長表彰又は感謝状の贈呈は、協会会長表彰状を役員４名、

正会員２校、教職員20名の計26名に、協会会長感謝状を正会員２校、教職

員２名に、勤続表彰を事務局職員１名に、それぞれ授与又は贈呈すること

を、第３回理事会(３月３日開催)において決定した。授与式は、平成29年

度通常総会(６月開催予定)当日に実施する予定としている。

また、本年度の地区代表幹事表彰は、東京地区協議会において、同地区

に所属する養成施設教職員21名に授与された。

(２) 総合補償制度の周知、普及
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協会は、平成23年度から、協会賛助会員である有限会社ウェルフェアサ

ービス〔Chubｂ(ﾁｬﾌﾞ)損害保険株式会社代理店〕を担当窓口とした｢調理

師養成施設(学校)専用総合補償制度｣を導入しており、本年度も個別に各

養成施設を訪問し導入に向けた説明を実施した。

(３) 友誼団体との連絡提携

１) 平成28年度調理師関係功労厚生労働大臣表彰

① 昭和51年度以来毎年度実施されている調理師関係厚生労働大臣表彰

は、本年度は11月22日に実施され、調理師養成功労者として６名が受

賞した。

② 厚生労働大臣表彰に係る受賞祝賀会を調理関係８団体の主催により、

日比谷松本楼において実施した。

２) その他の連絡提携事業

健康増進及び食生活改善並びに食育啓蒙等に関する厚生労働省等関係

行事への協力及び周知、友誼団体等の主催する各種コンクール等の行事

への後援又は協賛を実施した。

４ 法人運営に関する事業

１ 本部組織の機能強化・見直し

(１) 会員入会促進、組織の充実強化

１)正 会 員【平成29年３月31日現在：213名(校)】

本年度において、入会は６名(専修学校６校)であった。

２)準 会 員 【平成29年３月31日現在：150,720名】

準会員は、本年度において58校2,377名が入会した。

３)賛助会員【平成29年３月31日現在：16社】

会員、賛助会員相互の理解を深めるため、月刊全調協ニュースで賛助

会員を紹介するとともに、総会で教育資材展を実施した。

４)部 会 等

協会の運営及び各種の事業の推進に当たって、組織運営において協会

の多岐にわたる事業を分掌して企画、調査、執行する実行組織として部

会等を設置し、その検討結果を、理事会、総会に提案する方法で進めた。
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さらに、平成28年度事業における重点事業については、４つの重点事

業担当チームを置き、実務的な作業を分担して執行した。

(２) 事務局体制

平成28年度は、事務局長１人、職員15人の計16人の職員体制であった。

(３) 運営組織体制の見直し

公益法人移行後３年を経過し、毎年度計上される慢性的な支出過多や、

移行当初とは変容した又は変容することが見込まれる事業内容等の課題を

確認し、組織編成を見直し、現行の７つの委員会・重点事業担当チームか

ら、４つの委員会に統廃合し、その事業分掌等の見直しを行った

２ 支部組織の役割の周知と本部組織との連携

本年度の地区協議会における定例会議、幹事会、研修会等の実施状況は、全

国で定例会議は21回(各地区平均３回)、幹事会は24回(各地区平均３回)開催さ

れ、また、公益目的事業の一環として会員校以外に門戸を開放した一般公開に

よる教職員研修会が全国で３回実施されたほか、地区会員及び教職員を対象と

した研修会が全国で７回開催された。


